
「鉄道の安全・安定輸送」及び「地域を支える鉄道の発展」を求める意見書

ＪＲ九州は、本年１０月には株式上場し完全民営化を予定しているが、会社発足

当初から営業赤字を前提とした経営で、この間、経営安定基金の運用益や税制特例

等の支援策により経営を維持してきた状況である。

ＪＲ九州では、これまで台風や集中豪雨、平成２８年熊本地震からの復旧対応、

予防保全措置など防災対策の強化、さらには鉄道構造物（トンネル、橋梁等）の老

朽化に伴う大規模改修の必要性など、安全輸送確保のために早急な対処をせまられ

ているが、一事業者の努力の範疇を超える課題については、国家的な観点からの対

応が求められる。

そもそもローカル線を多く抱えるＪＲ九州の鉄道事業は、その体質上、きわめて

厳しい経営環境にあり、今後、人口減少の進む社会の中で、さらに少子高齢化が顕

著な九州において、地域の産業や住民生活を支える鉄道の安全・安定的な運営と、

地域交通や鉄道貨物ネットワークの維持・発展のためには、総合的な支援が欠かせ

ない。

よって、国においては下記の事項を実現するよう強く要望する。

記

１ ＪＲ九州の鉄道用車両に対する固定資産税を非課税とすること。

２ 鉄道事業各社の経営自立に向けた、安定的な運営と地域交通や鉄道ネットワー

クの維持・発展に資する所要の措置を図ること。

３ 鉄道防災・予防保全策への支援、及び自然災害から鉄道施設・設備を復旧させ

る場合の支援、並びに、老朽化が進む鉄道構造物の大規模改修に向けた支援を行

うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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